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平成２６年６月定例県議会提出予定案件について 
 

Ⅰ ６月定例県議会は、６月１９日に招集することとし、 

              本日、招集告示を行ったところである。 

○ 提出案件は、 

条 例 案 １０件  予 算 案 ２件  その他の議決案件 ３件 

承認案件 １件  報告事項３８件  提出事項 １件 

                      の予定である。 

 

Ⅱ 条例案について 

○ やまなし特別支援教育推進プランに基づき 

新設する特別支援学校の名称を 

「山梨県立高等支援学校桃花台学園」と定め、 

明年４月から笛吹市に開設するための 

「山梨県立学校設置条例中 改正の件」 

○ 県立本栖湖青少年スポーツセンターの 

富士河口湖町への譲渡に伴う 

「山梨県立本栖湖青少年スポーツセンター 

設置及び管理条例 廃止の件」 

                    などを提出することとした。 

 

Ⅲ 平成２６年度６月補正予算について 

○ 補正予算の規模(一般会計)は、１２１億３，１４４万４千円であ

る。 （当初予算と合わせると、４，７１２億１，８１７万４千円） 
 

  （参考） ２５年度６月現計予算 ４，６３９億２，６１７万１千円 

      （現計予算ベースでの比較（H26／H25） １０１．６％） 

○ 特別会計は、母子寡婦福祉資金特別会計で、１，７４６万５千円

である。
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 今回の補正予算は、 

 ○ 本年２月の豪雪災害からの復旧・復興対策に関するもの 

○ 事業計画に基づき、今回計上することが予定されていたもの 

○ 新たな補正要因で、緊急を要するもの 

                   などを計上することとした。 

 ○ 内容としては、 

被災した農業用施設の撤去・再建費用

に対し助成するための経費、被災した社会福祉施設の復旧費用に

対し助成するための経費、除排雪体制の強化を図るためのロータ

リ除雪車の購入経費など 

世界文化遺産としての富士山の適切な保存管理を行うとともに、

顕著な普遍的価値を伝える拠点となる富士山世界遺産センター

（仮称）の整備に要する経費 

良質で安定的な雇用の創出を図るため、成長分野への進出に向け

た県内企業の取り組みや求職者の就業を支援するプロジェクト

の実施に要する経費 

などである。 

 

 
 

（参考）                           （単位 千円・％） 

区 分 

２６年度 ２５年度 伸び率 

当初予算額 

(A) 

６月補正予算額 

(B) 

６月現計予算額 

(A)+(B)=(C) 

６月現計予算額 

(D) 

現計比較 

(C)/(D)% 

一般会計  459,086,730    12,131,444  471,218,174  463,926,171 101.6 

特別会計  312,862,461    17,465  312,879,926  299,396,750 104.5 
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平成２６年６月定例県議会提出予定案件 

 

（議 決 案 件） 

【制定条例】 

１ 山梨県民生委員定数条例制定の件 

   地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する

法律の施行による民生委員法の一部改正に鑑み、民生委員の定数を定める。 

   ・民生委員の定数の設定（現行のとおり） 

   甲府市  ４４７人 

   山梨市  １２９人   など 

  ＜公布の日から施行＞ 

 

 

 

 

【改正条例】 

２ 山梨県附属機関の設置に関する条例中改正の件 

   就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部改正に伴い、 

  山梨県子ども・子育て会議の担任事務について所要の改正を行う。 

   ・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律により都道府県 

    に置くこととされている附属機関（合議制の機関）について、既設の「山梨県子ども・子 

    育て会議」の担任事務に「幼保連携型認定こども園の設置の認可等に関する事項を調査審 

    議する事務」を追加 

  ＜就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する 

   法律の施行の日から施行＞ 

 

 

 

 

 

３ 山梨県の事務処理の特例に関する条例中改正の件 

   知事の権限に属する事務のうち市町村が処理する事務の範囲を拡大するため、所要の改正を 

  行う。 

   １ 新たに市町村が処理する事務の追加 

    (1) 特定水域において動力付き船舶の航行に必要となる届出の受理等に関する事務を 

      山中湖村及び富士河口湖町に移譲 

    (2) 重度心身障害者が診療等を受けるために必要な資金の貸与申請の受理の事務を全 

      市町村に移譲 

   ２ 処理する市町村の変更 

     ・山梨県富士五湖の静穏の保全に関する条例に基づく事務を処理する市町村から身延 

      町を削除 

   ３ その他規定の整備 

  ＜平成２６年８月１日から施行。ただし１(2)については同年９月１１日から施行＞ 
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４ 山梨県特別会計設置条例等中改正の件 

  母子及び寡婦福祉法の一部改正に鑑み、特別会計の名称等について所要の改正を行う。 

  「母子寡婦福祉資金特別会計」 → 「母子父子寡婦福祉資金特別会計」 

  ・その他規定の整備 

  ＜平成２６年１０月１日から施行＞ 

 

 

 

 

 

 

５ 山梨県衛生環境研究所手数料条例中改正の件 

   水質基準に関する省令の一部改正に鑑み、飲料水試験手数料について所要の改正を行う。 

   １ 飲料水試験検査項目に１項目を追加 

   ２ 飲料水試験検査項目の追加に伴う手数料の引き上げ 

     ・浄水試験のうち全項目（５１項目）   ２３２，５２０円 → ２３２，５６０円 

     ・一般飲料水試験のうち理化学的試験（１１項目） 

                           ７，２４０円 →   ７，２７０円 

  ＜平成２６年８月１日から施行＞ 

 

 

 

 

 

 

６ 山梨県警察関係手数料条例中改正の件 

   道路交通法の一部改正に伴い、運転免許試験手数料について所要の改正を行う。 

   ・運転免許試験手数料 １，９００円 

  ＜平成２６年８月１日から施行＞ 
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７ 山梨県県税条例中改正の件 

   地方税法等の一部改正に伴い、個人の県民税等について所要の改正を行う。 

   １ 個人県民税 

     ・寄附金税額控除の算定に用いる特例控除割合の区分の改正 

      所得税の最高税率の引上げに伴い、寄附金税額控除について、特例控除額の算定に 

     用いる特例控除割合の引下げ 

       課税所得4,000万円超 100分の50 → 100分の45 

   ２ 法人県民税 

    (1) 法人県民税法人税割の税率の引下げ ５．８％ → ４．０％ 

    (2) 外国法人における事業所の定義の見直し 

   ３ 法人事業税 

     ・法人事業税の税率の引上げ 

      400万円以下の所得      １．５％ → ２．２％ 

      400万円超800万円以下の所得  ２．２％ → ３．２％ 

      800万円超の所得       ２．９％ → ４．３％ 

  ＜平成２６年１０月１日から施行。ただし、１については平成２８年１月１日から、２(2)に 

      ついては同年４月１日から施行＞ 

 

 

 

 

 

８ 山梨県公営企業の設置等に関する条例中改正の件 

   電気事業に附帯する事業を新たに実施するため、企業の規模等について所要の改正を行う。 

   ・「電気事業に附帯する事業」を新設 

  ＜平成２６年９月１日から施行＞ 

 

 

 

 

 

９ 山梨県立学校設置条例中改正の件 

   笛吹市（旧山梨園芸高校の敷地）に県立高等支援学校桃花台学園を設置する。 

  ＜平成２７年４月１日から施行＞ 
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【廃止条例】 

10 山梨県立本栖湖青少年スポーツセンター設置及び管理条例廃止の件 

   県立本栖湖青少年スポーツセンターを富士河口湖町に無償譲渡することとし、県立本栖湖青 

  少年スポーツセンターを廃止する。 

  ＜平成２７年４月１日から施行＞ 

 

 

 

 

 

11 平成２６年度山梨県一般会計補正予算 

 

 

 

12 平成２６年度山梨県母子寡婦福祉資金特別会計補正予算 

 

 

 

13 契約締結の件   

   国道３００号灯
とぼし

第一トンネル建設工事         1,533,384,000 円 

 

 

 

 

 

14 訴えの提起の件   

   清里の森別荘用地の滞納貸付料等の支払い請求 

   （貸付料等長期滞納者 １名） 

 

 

 

 

 

15 県道の路線の認定及び廃止の件 

   認定  

   ・甲斐早川線 総延長：22,500ｍ 起点：甲斐市竜王新町 終点：南巨摩郡早川町奈良田 

   廃止  

   ・甲斐芦安線 総延長：13,404ｍ 起点：甲斐市竜王新町 終点：南アルプス市芦安芦倉 
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（承 認 案 件） 

１ 山梨県県税条例中改正の件 

   地方税法等の一部改正に伴い、自動車税の特例措置の延長等を行う。 

   １ 自動車取得税の税率引下げ 

     ・自家用自動車（軽自動車除く） ５％→３％ 

     ・営業用自動車・軽自動車    ３％→２％ 

   ２ 自動車取得税におけるエコカー減税の軽減割合の拡充  

   ３ 自動車税のグリーン化特例を一部見直しの上、延長（２年間） 

   ４ 不動産取得税の特例措置の創設等 

   ５ 鉱区税の納税義務者の範囲を拡大 

   平成２６年３月３１日専決、３月３１日公布 

  ＜平成２６年４月１日から施行＞ 

 

 

 

 

 

 

 

（報 告 事 項） 

１ 山梨県薬事法関係手数料条例及び青少年保護育成のための環境浄化に関する条例中改正の件 

   薬事法の一部改正に伴い、規定の整理を行う。 

   平成２６年５月２３日専決、平成２６年５月２６日公布 

  ＜薬事法及び薬剤師法の一部を改正する法律の施行の日（平成２６年６月１２日）から施行＞ 

 

 

 

 

 

２ 山梨県県道の構造基準等を定める条例中改正の件 

   道路標識、区画線及び道路標示に関する命令の一部改正に伴い、規定の整理を行う。 

   平成２６年５月２３日専決、平成２６年５月２６日公布 

  ＜公布の日から施行＞ 

 

 

 

 

 

３ 平成２５年度山梨県一般会計継続費繰越計算書 

 

４ 平成２５年度山梨県一般会計繰越明許費繰越計算書 

 

５ 平成２５年度山梨県一般会計事故繰越し繰越計算書 
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６ 平成２５年度山梨県恩賜県有財産特別会計繰越明許費繰越計算書 

 

７ 平成２５年度山梨県恩賜県有財産特別会計事故繰越し繰越計算書 

 

８ 平成２５年度山梨県流域下水道事業特別会計繰越明許費繰越計算書 

 

９ 平成２５年度山梨県営電気事業会計継続費繰越計算書 

 

10 平成２５年度山梨県営電気事業会計予算繰越計算書 

 

11 平成２５年度山梨県営温泉事業会計継続費繰越計算書 

 

12 平成２５年度山梨県営温泉事業会計予算繰越計算書 

 

13 平成２５年度山梨県営地域振興事業会計予算繰越計算書 

 

 

 

14 訴えの提起の件 

   県営住宅の明渡し及び滞納家賃等の支払い請求 

    （滞納月数６月以上 １２名） 

 

 

 

15 和解及び損害賠償額の決定の件    ２４件   ６，５２１，３８７円 

   公務上の交通事故         １２件   ５，２２６，６８８円 

県道上の落石事故          ４件     ５６３，０９０円 

県道上の穴ぼこ事故         ３件     １３４，０２２円 

県道上の路上落下物         １件     １２３，３６８円 

県管理林道上の落石事故       １件      １４，９７３円 

交通取締り中の車両損壊事故     １件     ３５３，８００円 

交通整理中の車両損壊事故      １件      ９０，１０６円 

警察署内の負傷事故         １件      １５，３４０円 

 

 

 

（提 出 事 項） 

１ 県が出資している法人の経営状況説明書 （１７法人） 
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平成２６年度６月補正予算案の概要 
 
 
 

一 総  括 
 
   （一般会計）                              （単位：千円、％） 

 

区 分 

 

当 初 予 算 額 

6 月補正 

予算額 

6 月現計 

予算額 

（A） 

平成 25 年度 

6 月現計予算額 

（B） 

 

(A)/(B) 

 

総 額 

 

 

459,086,730 

 

12,131,444 

 

471,218,174 

 

463,926,171 

 

101.6 

 
 

二 雪害対策関連事業 
 
 

○ ○新社会福祉施設災害復旧費                    21,957千円 

      被災した社会福祉施設の機能回復を図る。 

（財源：社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金） 

1 県立障害児(者)福祉施設災害復旧費             2,803 

   施設名  梨の実寮 

2 障害児(者)福祉施設災害復旧費補助金            19,154 

       補助先  社会福祉法人藤実会外 計6法人 

補助率  国 2/4 県 1/4 事業主体 1/4 

 

  ○ 雪害復旧支援事業費                     11,715,923千円 

農林水産業の速やかな復興を図るため、被災農業者等に対し支援を行う。 

       Ⅰ 施設倒壊対策 

      1 被災施設等応急対策事業費補助金             597,084 

       農業者が行う被災した農業用施設の撤去等に対し助成する。 

（財源：農業経営対策事業費補助金(被災農業者向け経営体育成支援事業)） 

       補 助 先  市町村 

       補 助 率  国2/4 県1/4 市町村1/4 

      2 農業施設復旧支援対策事業費補助金          10,709,354 

       農業者が行う被災した農業用施設の再建、修繕等に対し助成する。 

（財源：農業経営対策事業費補助金(被災農業者向け経営体育成支援事業)） 

       補 助 先  市町村 

       補 助 率  国5/10 県2/10 市町村2/10 事業主体1/10 

      3 被災ハウス栽培復旧事業費補助金             118,129 

       共同利用ハウスの整備に対し助成する。 

（財源：強い農業づくり交付金） 

       補 助 先  南アルプス市 中央市 

       事 業 主 体  巨摩野農業協同組合 中巨摩東部農業協同組合 

       補 助 率  国1/2 事業主体1/2 

 



 

2 

      4 ○新被災農業共同利用施設復旧事業費補助金         271,919 

       被災した共選所の再建に対し助成する。 

（財源：強い農業づくり交付金） 

       補 助 先  甲府市 山梨市 

       事 業 主 体  甲府市農業協同組合 フルーツ山梨農業協同組合 

       補 助 率  国1/3、1/2 事業主体2/3、1/2 

      5 ○新淡水魚養殖施設復旧支援対策事業費補助金          5,186 

       被災した淡水魚養殖施設の再建に対し助成する。 

       補 助 先  市町村 

       補 助 率  県1/3 市町村1/3 事業主体1/3 

      6 農業施設災害復旧支援対策資金利子補給補助金               8,035 

       農業者が行う被災した農業用施設の再建、修繕等のための資金に利子補給を行う。 

        補 助 先  市町村 

       利子補給率  年2.15％(県1.0％ 市町村1.0％ 農協等0.15％) 

       資 金 内 容 
 

融資機関 融 資 枠 貸付利率 償 還 期 間 貸付限度額 

農協等 17,300,000 無利子 25 年(据置 10 年) 1 農家 20,000 
 
      7 償還円滑化緊急借換資金利子補給補助金                     3,518 

       被災農業者の債務償還を軽減するため、借換資金に利子補給を行う。 

       補 助 先  市町村 

       利子補給率  年2.15％(県1.0％ 市町村1.0％ 農協等0.15％) 

       資 金 内 容 
 

融資機関 融 資 枠 貸付利率 償 還 期 間 貸付限度額 

農協等 550,000 無利子 15 年(据置 7年) 1 農家 20,000 

 

Ⅱ 減収対策 

      1 被災農業者リスケジュール資金利子補給補助金               1,408 

       被災農業者の債務償還を軽減するため、近代化資金貸付金の借換資金に利子補給を行う。 

       補 助 先  市町村 

       利子補給率  年2.15％(県1.0％ 市町村1.0％ 農協等0.15％) 

       資 金 内 容 
 

融資機関 融 資 枠 貸付利率 償 還 期 間 貸付限度額 

農協等 350,000 無利子 
既住資金の残存 
償還年＋据置 3 年 

1 農家 20,000 

 
      2 雪害対策経営安定化支援資金利子補給補助金                 1,290 

       被災農業者の経費補完のための資金に利子補給を行う。 

       補 助 先  市町村 

       利子補給率  年2.15％(県1.0％ 市町村1.0％ 農協等0.15％) 

       資 金 内 容 
 

融資機関 融 資 枠 貸付利率 償 還 期 間 貸付限度額 

農協等 2,100,000 無利子 5 年(据置 1年) 1 農家 6,000 
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  ○ 除排雪体制整備事業費                      29,149千円 

除排雪体制の強化を図るため、ロータリ除雪車を購入する。 
 

 

三 その他主要事業 
 
 

○ ○新富士山山頂環境保全推進事業費                       3,780千円 

山頂トイレ未開設期間における富士山山頂の景観及び環境の保全を推進する。 

       事 業 内 容  携帯トイレの配布・回収 

○ 富士山世界遺産センター(仮称)整備事業費                41,760千円 

          世界文化遺産「富士山」の適切な保存管理を行うとともに、顕著な普遍的価値を伝える拠

点として富士山世界遺産センター(仮称)を整備する。 

       整 備 場 所  富士ビジターセンター敷地内 

       構造・規模  ＲＣ2Ｆ  1,510㎡ 

       事 業 年 度  26～27年度 

       事 業 費  総事業費  1,392,000 

              26 年 度    41,760 

27 年 度  1,350,240 

○ ○新父子福祉資金貸付金                            15,000千円 

          父子家庭の生活の安定と自立の促進を図るため、資金の貸付けを行う。 

       貸 付 対 象  父子世帯及び母子父子寡婦福祉団体 

       貸付金の種類  修学資金、修業資金、就学支度資金、子に係る就職支度資金(無利子) 

       及び貸付利率  その他の資金(原則として、連帯保証人がある場合は無利子、連帯保証

人がない場合は年1.5％)  

       償 還 期 間   3～10年 

  ○ 在宅連携サポートステーション運営費                 2,750千円 

在宅医療を推進するため、多職種連携による支援チーム編成の調整や医師の紹介等を行う

施設の運営に対し助成する。 

（財源：地域医療再生臨時特例基金） 

補 助 先  一般社団法人甲府市医師会 ○新一般社団法人東山梨医師会 

       補 助 率  国1/2、10/10 

       当初予算額  15,000 

       補 正 額   2,750 

         計    17,750 

  ○ 在宅医療多職種人材育成事業費補助金                  4,886千円 

在宅医療を推進するため、地域において在宅医療を担う人材を育成する研修等に対し助成

する。 

（財源：地域医療再生臨時特例基金） 

補 助 先  一般社団法人県医師会 国立大学法人山梨大学 

補 助 率  国10/10 
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○ ○新ウイルス性肝炎等重症化予防推進事業費              5,288千円 

Ｂ型、Ｃ型肝炎ウイルス感染者等の重症化防止を図る。 

（財源：感染症予防事業費等国庫補助金） 

1 フォローアップ事業費                     759 

肝炎ウイルス検査で陽性と判定された者や慢性肝炎患者等に受診勧奨等を行う。 

2 検査費補助金                        4,529 

       補助対象  陽性と判定された者の初回精密検査費用自己負担額 

              市町村民税非課税世帯の慢性肝炎患者等の定期検査費用自己負担額 

       補 助 率  国1/2 県1/2  

○ ○新やまなしものづくり産業雇用創造プロジェクト事業費       225,997千円 

          良質で安定的な雇用の創出を図るため、成長分野への進出に向けた県内企業の取り組みを

支援するとともに、求職者に対する就業支援を行う。 

（財源：雇用開発支援事業費等補助金(戦略産業雇用創造プロジェクト)） 

     Ⅰ 成長分野への進出に向けた企業支援 

      1 産学官連携促進事業費                    7,509 

       新製品の開発を促進するため、産学官連携コーディネーターを設置し、企業と試験研究

機関等のマッチングを支援する。 

      2 製品開発体制整備支援事業費                33,936 

工業技術センターに3Ｄプリンター等を設置するとともに、技術研修を行う。 

      3 販路開拓・受注体制強化事業費補助金            19,264 

       共同受注体制の整備に向けた取り組み、国際規格の取得、展示会への出展等に対し助成

する。 

      4 医療機器開発促進事業費補助金                5,633 

       医療機器開発の取り組みに対し助成する。 

      5 燃料電池関連産業販路開拓支援事業費               6,145 

       燃料電池関連産業の販路開拓に向けた取り組みを支援する。 

     Ⅱ 成長分野における人材育成・確保 

         1 成長分野就業体験支援事業費                124,365 

       成長分野での就業体験による知識や技術等の習得を通じて、求職者の就業を支援する。 

         2 実践的人材育成事業費                    5,975 

       産業技術短期大学校の塩山、都留キャンパスに3Ｄプリンターを設置し、職業訓練を行う。 

         3 医療機器開発人材養成講座開設事業費             8,881 

       医療機器の開発が可能な人材を養成するため、山梨大学での講座開設に向けた取り組み

を行う。 

     Ⅲ 推進体制の整備 

      1 プロジェクト推進費                         14,289 

       成長分野への進出に向けた県内企業の取り組みや求職者の就業を支援するため、推進協

議会の開催、事業統括者の設置等を行う。 

○ ○新富士山保全事業費補助金                           16,903千円 

          富士山の適切な保存管理を図るため、富士山の環境保全等に関する事業を実施する市町村

等に対し助成する。 

（財源：富士山保全協力金基金） 
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○ ○新スーパーグローバルハイスクール事業費                 8,039千円 

国際的に活躍できる人材を育成するため、大学、企業等と連携した実践研究を行う。 

（財源：初等中等教育等振興事業委託費） 

研究指定校  甲府第一高等学校 

○ ○新本栖湖青少年スポーツセンター改修費                  17,265千円 

良好なスポーツ環境を確保するため、老朽化した施設を改修する。 

（財源：社会資本整備総合交付金） 

 


